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(1) 地方公会計の概要について 

 各地方公共団体の公会計制度は、これまで経済取引の記帳を現金の収入・収

支として一面的に行う簿記の手法「単式簿記」を採用していました。ところが

単式簿記は、発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去から積み上

げた資産や負債などの状況を把握できないことや減価償却や引当金等の会計手

続きの概念がないという弱点がありました。 

そこで、総務省では「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針の策定について」（平成18年８月31日付総務事務次官通知総行整第24号）

及び「公会計の整備推進について」（平成19年10月17日付総務省自治財政局長

通知総財務第218号）等に基づき、ストック情報（資産・負債）の総体の一覧

的把握が可能な「複式簿記」を採用するよう各地方公共団体に要請しました。 

この要請に基づき、各地方公共団体では公会計の整備に取り組んできました

が、平成27年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により、す

べての地方公共団体がこの統一的な基準での財務書類を作成し、平成30年３月

までに公表することとされました。 

 

(2) 大船渡地区消防組合での取り組み 

 大船渡地区消防組合では「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基

づき、平成30年３月までに統一的な基準での財務書類を作成し開示できるよう

整備を進め、平成28年度大船渡地区消防組合財務書類を公表して以降、毎年度

期日までに財務書類を公表してきました。 

  

(3) 統一的な基準による財務書類の概要 

 統一的な基準による財務書類は「今後の新地方公会計の推進に関する研究会

報告書」（平成26年４月30日公表）等のとおり「貸借対照表」「行政コスト計

算書」「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の４表または３表（４表

のうち「行政コスト計算書」と「純資産変動計算書」を結合）としており、概

要は下記のとおりです。 

【貸借対照表】 

基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表

示したもの 

【行政コスト計算書】 

         一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの 

【純資産変動計算書】 

  一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの 

【資金収支計算書】 

  一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの 
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25,425 千円

△ 47,461 千円

0 千円

固定資産の変動

前年度末残高

業務活動収支

1,683,144 千円

貸借対照表

行政コスト計算書

1,714,170 千円 1,714,170 千円

23,267 千円

1,714,170 千円 874,272 千円

1,520,146 千円

1,679,863 千円

資　産 負　債

うち現金預金

経常収益

70,908 千円 △ 22,036 千円

経常費用

1,520,146 千円

投資活動収支

財政活動収支

836,002 千円

3,896 千円

前年度残高

財 源

680,181 千円

純資産変動計算書

843,246 千円

資金収支計算書

45,483 千円

1,520,146 千円

純資産

839,898 千円

純行政コスト

839,965 千円

純行政コスト

839,965 千円

本年度残高

839,898 千円

本年度末残高

23,267 千円
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(1) 資産形成度 ・・・ 将来世代に残る資産はどのくらいあるか？ 

① 住民一人当たりの資産額   44,017円 

(説明)資産額を消防組合管内の住民基本台帳人口 38,943 人（令和４年３月

末現在）で除して住民一人当たりの資産額とすることにより、わかりや

すい情報となります。 

(算出)住民一人当たりの資産額＝BS 資産合計÷住基人口 

② 歳入額対資産比率   1.92年 

（説明）当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、こ

れまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当する

かを表し、資産形成の度合いを測ることができます。 

（算出）歳入額対資産比率＝BS資産合計÷歳入総額 

  ※歳入総額＝業務収入＋臨時収入＋投資活動収入＋財政活動収入 

③ 資産老朽比率   81.0% 

（説明）有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計

の割合を算出することにより、耐用年数に対しての資産の取得からどの

程度経過しているかを全体として把握することができます。 

（算出）資産老朽化比率＝BS 減価償却累計額の合計÷BS 償却資産に係る取

得価格等の合計 

 

(2) 世代間公平性 ・・・ 将来世代と現代世代との負担の分担は適切か？ 

① 純資産比率   49.0% 

（説明）地方公共団体は地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の

配分を行います。したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との

間で負担の割合が変動したことを意味します。純資産の減少は、現世代

が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を亨受す

る一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味します。 

（算出）純資産比率＝BS純資産の合計÷BS負債及び純資産の合計 

② 社会資本等形成の将来世代負担比率  48.6% 

（説明）社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公

共資産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成

に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 

（算出）社会資本等形成の将来世代負担率＝公共資産等形成充当負債（BS地

方債＋BS1 年内償還予定地方債）÷BS有形固定資産 

 

(3) 持続可能性 ・・・ 在世に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか？） 

① 住民一人当たりの負債額  22,450円 

（説明）負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの負債額とする
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ことにより、住民にとってわかりやすい情報となります。 

（算出）住民一人当たりの負債額＝BS負債合計÷住基人口 

 

(4)  効率性 ・・・ 行政サービスは効率的に提供されているか？ 

① 住民一人当たりの純経常行政コスト   21,569円 

（説明）資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とするこ

とにより、わかりやすい情報となります。 

（算出）住民一人当たりの純経常行政コスト＝PL 純経常行政コスト÷住基

人口 

② 住民一人当たりの純行政コスト   21,569円 

（説明）行政コスト計算書で算出される純行政コストを住民基本台帳人口で

除して住民一人当たりの行政コストとすることにより、地方公共団体

の効率性を測定することができます。 

（算出）住民一人当たりの行政コスト＝PL純行政コスト÷住基人口 

 

(5)  弾力性 ・・・ 資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか？ 

① 行政コスト対税収等比率  99.6% 

（説明）税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによ

り、当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コス

トに費消されたのかを把握することができます。 

（算出）行政コスト対税収等比率＝△NW純行政コスト÷NW 税収等 

 

 

 

(1)  重要な会計方針 

① 有形固定資産等の評価基準 

   原則として取得原価により計上しています。 

② 有形固定資産等の減価償却の方法 

   有形固定資産、無形固定資産どちらも定額法を採用しています。 

③ 引当金の計上基準及び評価方法 

 Ⅰ 賞与引当金 

   翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対す

る本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

 Ⅱ 退職手当引当金 

   本年度末に特別職を除く全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職

した場合の退職手当を簡便法により算定しています。 

   勤続年数ごとに（職員数×平均俸給月額×退職手当の支給率）を算定

したものに、調整額を合算しています。  

④ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
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 Ⅰ 物品の計上基準 

   物品については、取得価格が 50 万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

 Ⅱ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   税込方式としています。 

 

(2)  重要な会計方針の変更等 

    変更等はありません。 

 

(3) 重要な後発事象 

会計年度終了後、財務書類を作成するまでに発生した事象で、翌年度以

降の財政状況等に影響を及ぼす後発事象はありません。 

 

(4) 偶発債務 

会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満た 

すような事態が発生した場合に債務となるものはありません。 

 

(5)  追加情報 

① 対象範囲（対象となる会計名） 

大船渡地区消防組合一般会計 

② 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間を設けています。 

当該年度に価格出納整理期間（令和４年４月１日～令和４年５月 31

日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としています。 

③ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

大船渡地区消防組合一般会計に係る繰越明許事業はありません。 

④ 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のため

に充当した資源の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における基金を

加えた額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な

資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産（基金を除く）から負

債を控除した額を計上しています。 

⑤ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の差額の内訳 

資金収支計算書業務活動収支 ・・・・    45,483 千円 

減価償却費 ・・・・・・・・・・・   △83,155千円 

徴収不能引当金の増減額 ・・・・・        － 

退職手当引当金の増減額 ・・・・・    581,897 千円 

賞与引当金の増減額 ・・・・・・・     41,339 千円 
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未収金の増減額 ・・・・・・・・・        － 

固定資産除売却損益 ・・・・・・・        － 

資本的国県等補助金等 ・・・・・・         － 

純資産変動計算書の本年度差額 ・・・       3,281 千円 

⑥ 一時借入金の状況 

一時借入金の借入はありません。 

⑦ 重要な非資金取引 

該当する事象はありません。 

⑧ その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

Ⅰ 退職手当組合に加入しているため、貸借対照表の「その他」に退

職手当積立金として 1,173,539 千円を計上しています。 

  当該大船渡地区消防組合が退職手当組合への加入時以降の負担

金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総

額を控除した額に、退職手当組合における積立金の運用益のうち、

大船渡地区消防組合へ按分される額を加えた額を計上しています。 

Ⅱ 退職手当積立金が増加したことにより、純資産変動計算書の「そ

の他純資産変動」に 615千円を計上しています。 

 



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,690,903 固定負債 795,381
有形固定資産 516,834 地方債 213,394
事業用資産 316,456 地方債 213,394
土地 23,868 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 346,380 退職手当引当金 581,987
建物減価償却累計額 △ 146,302 損失補償等引当金 -
工作物 133,300 その他 -
工作物減価償却累計額 △ 40,790 リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 78,891
浮標等 - １年内償還予定地方債 37,552
浮標等減価償却累計額 - 地方債 37,552
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 41,339
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 874,272
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 1,690,288
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 850,390

物品 2,113,050
物品減価償却累計額 △ 1,912,672

無形固定資産 530
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -
ソフトウェア仮勘定 -

その他 530
その他無形固定資産 530
その他減価償却累計額 -
その他無形仮勘定 -

投資その他の資産 1,173,539
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,173,539
減債基金 -
その他 1,173,539

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 23,267
現金預金 23,267
歳計現金 23,267
歳計外現金 -

未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 839,898

1,714,170 1,714,170

貸借対照表（会計別)
令和　４年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）
金　　　額

経常費用 1,520,146
業務費用 1,516,521
人件費 1,336,850
職員給与費 713,068
給料 326,622
時間外手当 23,563
その他職員手当等 362,884

賞与等引当金繰入額 41,339
退職手当引当金繰入額 581,987
その他 456

物件費等 177,485
物件費 93,630
維持補修費 171
減価償却費 83,155
事業用建物 7,423
事業用工作物 4,532
事業用船舶 -
事業用浮標等 -
事業用航空機 -
事業用その他 -
インフラ建物 -
インフラ工作物 -
インフラその他 -
物品 71,200
ソフトウェア -
その他無形 -

その他 530
その他の業務費用 2,186
支払利息 412
徴収不能引当金繰入額 -
その他 1,774
費用調整勘定 1,452
その他 321

移転費用 3,625
補助金等 2,844
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 781

経常収益 680,181
使用料及び手数料 539
その他 679,642
収益調整勘定 43,617
その他 636,025

純経常行政コスト △ 839,965
臨時損失 0
災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 839,965

行政コスト計算書（会計別)
自　令和　３年　４月　１日
至　令和　４年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 836,002 1,725,801 △ 889,800
純行政コスト（△） △ 839,965 △ 839,965
財源 843,246 843,246
税収等 843,246 843,246
地方税 - -
地方譲与税 - -
税交付金 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
寄附金 - -
他会計繰入金 - -
その他 843,246 843,246

国県等補助金 - -
本年度差額 3,281 3,281
固定資産の変動（内部変動） △ 35,514 35,514
有形固定資産等の増加 47,641 △ 47,641
有形固定資産等の減少 △ 83,155 83,155
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
内部取引 - -
その他 615 615
固定資産照合勘定 - -
固定資産売却収入 - -
固定資産連携（売却価額） - -

その他純資産変動 615 615
本年度純資産変動額 3,896 △ 35,514 39,410
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 839,898 1,690,288 △ 850,390

純資産変動計算書（会計別)
自　令和　３年　４月　１日
至　令和　４年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 849,222
業務費用支出 808,588
人件費支出 713,524
物件費等支出 94,651
支払利息支出 412
その他の支出 -

移転費用支出 40,634
補助金等支出 2,844
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 37,790
支出調整勘定 1,452
その他の支出 35,557

業務収入 894,706
税収等収入 843,246
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 539
その他の収入 50,920
収入調整勘定 43,617
その他の収入 7,304

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 45,483
【投資活動収支】
投資活動支出 47,641
公共施設等整備費支出 47,641
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 47,641
【財務活動収支】
財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 △ 2,158
一般財源等充当調整額 -
業務活動 -
投資活動 -
財務活動 -

前年度末資金残高 25,425
本年度末資金残高 23,267

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 23,267

資金収支計算書（会計別)
自　令和　３年　４月　１日
至　令和　４年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 503,548 - - 503,548 187,092 11,955 316,456

土地 23,868 - - 23,868 - - 23,868

立木竹 - - - - - - -

建物 346,380 - - 346,380 146,302 7,423 200,077

工作物 133,300 - - 133,300 40,790 4,532 92,510

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

インフラ資産 - - - - - - -

土地 - - - - - - -

建物 - - - - - - -

工作物 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

物品 2,080,565 47,641 15,156 2,113,050 1,912,672 71,200 200,378

2,584,113 47,641 15,156 2,616,598 2,099,764 83,155 516,834

有形固定資産の明細（会計別)
令和　４年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 - - - - - 316,456 - - - 316,456

土地 - - - - - 23,868 - - - 23,868

立木竹 - - - - - - - - - -

建物 - - - - - 200,077 - - - 200,077

工作物 - - - - - 92,510 - - - 92,510

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

インフラ資産 - - - - - - - - - -

土地 - - - - - - - - - -

建物 - - - - - - - - - -

工作物 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

物品 - - - - - 200,378 - - - 200,378

- - - - - 516,834 - - - 516,834

有形固定資産の行政目的別明細（会計別)
令和　４年　３月３１日現在

区　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 令和03年度
会計 ： 大船渡地区消防組合一般会計

（単位：千円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

経常費用 - - - - - 1,482,724 37,422 - - 1,520,146
業務費用 - - - - - 1,479,119 37,402 - - 1,516,521
人件費 - - - - - 1,336,490 360 - - 1,336,850
職員給与費 - - - - - 713,068 - - - 713,068
給料 - - - - - 326,622 - - - 326,622
時間外手当 - - - - - 23,563 - - - 23,563
その他職員手当等 - - - - - 362,884 - - - 362,884

賞与等引当金繰入額 - - - - - 41,339 - - - 41,339
退職手当引当金繰入額 - - - - - 581,987 - - - 581,987
その他 - - - - - 96 360 - - 456

物件費等 - - - - - 176,412 1,073 - - 177,485
物件費 - - - - - 92,557 1,073 - - 93,630

維持補修費 - - - - - 171 - - - 171

減価償却費 - - - - - 83,155 - - - 83,155

事業用建物 - - - - - 7,423 - - - 7,423

事業用工作物 - - - - - 4,532 - - - 4,532

事業用船舶 - - - - - - - - - -

事業用浮標等 - - - - - - - - - -

事業用航空機 - - - - - - - - - -

事業用その他 - - - - - - - - - -

インフラ建物 - - - - - - - - - -

インフラ工作物 - - - - - - - - - -

インフラその他 - - - - - - - - - -

物品 - - - - - 71,200 - - - 71,200

ソフトウェア - - - - - - - - - -

その他無形 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - 530 - - - 530

その他の業務費用 - - - - - △ 33,783 35,969 - - 2,186

支払利息 - - - - - - 412 - - 412

徴収不能引当金繰入額 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - △ 33,783 35,557 - - 1,774

費用調整勘定 - - - - - 1,452 - - - 1,452

その他 - - - - - △ 35,236 35,557 - - 321

移転費用 - - - - - 3,605 20 - - 3,625

補助金等 - - - - - 2,824 20 - - 2,844

社会保障給付 - - - - - - - - - -

他会計への繰出金 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - 781 - - - 781

経常収益 417 - - - - 672,461 7,304 - - 680,181

使用料及び手数料 - - - - - 539 - - - 539

その他 417 - - - - 671,921 7,304 - - 679,642

収益調整勘定 417 - - - - 43,200 - - - 43,617

その他 - - - - - 628,721 7,304 - - 636,025

純経常行政コスト 417 - - - - △ 810,263 △ 30,118 - - △ 839,965

臨時損失 - - - - - 0 - - - 0

災害復旧事業費 - - - - - - - - - -

資産除売却損 - - - - - 0 - - - 0

投資損失引当金繰入額 - - - - - - - - - -

損失補償等引当金繰入額 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

臨時利益 - - - - - - - - - -

資産売却益 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

純行政コスト 417 - - - - △ 810,263 △ 30,118 - - △ 839,965

行政コスト計算書に係る行政目的別の明細（会計別)
自　令和　３年　４月　１日
至　令和　４年　３月３１日

区　　　　　分



決算対象年度:令和03年度

（２） 本年度未収金計上額 （単位：千円）

入金額 出金額

　歳入 25,425 895,336 ―

　歳出 ― ― 897,494

　歳計外 0 0 0 0

　合計 25,425 895,336 897,494 23,267

23,267

現金預金明細表

前年度繰越額
本年度現金出納額 本年度末

現金預金残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

資金支出・繰入 評価益・受贈益 合計 回収・取崩 売却 評価損 徴収不能 合計

投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有価証券 0 0 0

出資金 0 0 0

その他 0 0 0

長期貸付金 0 0 0

基金 1,172,924 1,173,539 0 1,173,539 1,172,924 0 0 0 1,172,924 1,173,539

減債基金 0 0 0

その他 1,172,924 1,173,539 1,173,539 1,172,924 1,172,924 1,173,539

その他 0 0 0

1,172,924 1,173,539 0 1,173,539 1,172,924 0 0 0 1,172,924 1,173,539

投資等

合　　計

前年度末残高
本年度増加

投資その他の資産明細表

区　分 勘定科目 本年度末残高
本年度減少



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

有償取得 無償取得 調査判明 評価益 振替増 合計 振替減 売却 除却 無償譲渡 減価償却 合計

事業用資産 503,548 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 187,092 187,092 316,456

土地 23,868 0 0 23,868

立木竹 0 0 0 0

建物 346,380 0 146,302 146,302 200,078

工作物 133,300 0 40,790 40,790 92,510

船舶 0 0 0

浮標等 0 0 0

航空機 0 0 0

その他 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0

インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

土地 0 0 0

建物 0 0 0

工作物 0 0 0

その他 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0

物品 2,113,050 0 1,912,672 1,912,672 200,378

2,616,598 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,099,764 2,099,764 516,834

ソフトウェア 0 0 0

その他 530 0 0 530

530 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 530

0 0 0

2,617,128 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,099,764 2,099,764 517,364合　　計

小計

小計

本年度増加 本年度減少
本年度末残高

有
形
固
定
資
産

無
形
固

定
資
産

棚卸資産

有形・無形固定資産等明細表

区　分 勘定科目 前年度末残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

借入 振替 計 返済 振替 計

地方債 250,946 0 0 37,552 37,552 213,394

１年以内償還予定地方債 35,557 37,552 37,552 35,557 35,557 37,552

合　　計 286,503 0 37,552 37,552 35,557 37,552 73,109 250,946

地方債明細表

区　分 前年度末残高
増加 減少

本年度末残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

繰入 その他 計 目的取崩 その他 計

徴収不能引当金 0 0 0 0

投資損失引当金 0 0 0 0

退職手当引当金 585,578 581,987 581,987 585,578 585,578 581,987 △ 3,591

損失補償等引当金 0 0 0 0 0 0 0

賞与等引当金 43,143 41,339 41,339 43,143 43,143 41,339 △ 1,804

合　　計 628,721 623,326 0 623,326 628,721 0 628,721 623,326 △ 5,395

引当金明細表

（参考）増減勘定科目 前年度末残高
増加 減少

本年度末残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額

財政調整基金 0

減債基金 1,172,924 1,172,924

0

0

合計 0 0 0 1,172,924 1,172,924 0

基金の明細
（令和　４年　３月３１日現在）



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

地方債残高

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

一般公共事業

公営住宅建設

災害復旧

教育・福祉施設 26,810 4,570

一般単独事業 224,136 32,982

その他

【特別分】

臨時財政対策債

減税補てん債

退職手当債

その他

250,946 37,552 0 0 0 0 0 0 0 0

その他

地方債（借入先別）の明細
（令和　４年　３月３１日現在）

合計

政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

市場公募債種類



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

250,946

決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

920 19,350 19,400 79,040 132,236

決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

10年超
15年以内

（参考）
加重平均
利率

1.5％超
2.0％以下

3.0％超
3.5％以下

1.5％以下

（令和　４年　３月３１日現在）

（令和　４年　３月３１日現在）

１年超
２年以内

２年超
３年以内

15年超
20年以内

３年超
４年以内

１年以内

地方債（利率別）の明細
（令和　４年　３月３１日現在）

地方債残高
2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

4.0％超

250,946

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

地方債（返済期間別）の明細

20年超

250,946

５年超
10年以内

特定の契約条項が
付された地方債残高

４年超
５年以内

特定の契約条項が付された地方債の概要

地方債残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

目的使用 その他

固定資産

投資損失引当金

徴収不能引当金

流動資産

徴収不能引当金

固定負債

退職手当引当金 585,578 △ 3,591 581,987

損失補償等引当金

流動負債

賞与等引当金 43,143 △ 1,804 41,339

628,721 △ 5,395 0 0 0 623,326合計

前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

引当金の明細
（令和　４年　３月３１日現在）

区分 政府資金 本年度末残高



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

計 0

救急救命士教養に係る負担金 財団法人 救急振興財団 2,071 職員教養に対する負担金

職員教養による負担金 岩手県消防学校、消防大学校等 211 職員教養に対する負担金

災害補償費等負担金 岩手県市町村総合事務組合 20 災害補償費等に対する負担金

消防協会負担金 岩手県消防協会、全国消防協会等 77 消防協会運営に対する負担金

消防長会負担金 岩手県消防長会、全国消防長会 284 消防長会運営に対する負担金

防災無線端末局設備維持管理負担
金

岩手県 123 設備維持管理に対する負担金

ドローン電波利用料 東北総合通信局 1 電波利用に対する負担金

安全運転管理者負担金 安全運転管理者連合部会 5
安全運転管理者連合部会
に対する負担金

テレビ共同組合負担金 テレビ組合 5 施設維持管理に対する負担金

消防救急ネットワーク維持管理負担金 岩手県立大船渡病院 41 電気使用に対する負担金

タブレット端末負担金 大船渡市 6 タブレット端末借入に対する負担金

計 2,844

2,844

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

その他の補助金等

合計

支出目的

補助金等の明細
（自　令和　３年　４月　１日　至　令和　４年　３月３１日）

区分 名称 相手先 金額



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

843,246

843,246

計 0

計 0
0

843,246

0

計 0

計 0
0
0

一般会計

税収等

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計
合計

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

小計

合計

財源の明細
（自　令和　３年　４月　１日　至　令和　４年　３月３１日）



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

△ 839,965 △ 843,246 3,281

47,641 47,641

0

615 615

△ 791,709 0 0 △ 795,605 3,896

財源情報の明細
（自　令和　３年　４月　１日　至　令和　４年　３月３１日）

区分 金額
内訳

合計

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

その他



決算対象年度:令和03年度

（単位：千円）

23,267

23,267

資金の明細
（令和　４年　３月３１日現在）

種類 本年度末残高

要求払預金

合計

現金

短期投資


